
「女性活躍加速のための重点方針2016」該当箇所

大項目

中項目

小項目

細項目

該当施策名
（事業名）

当該施策の背景・
目的

○

28年度当初予算： 512,100 千円
28年度一次補正予算： - 千円
28年度二次補正予算： - 千円

29年度要求予算： 357,466 千円

該当施策概要

機構定員要求

　女性の活躍推進に関する自社の状況把握を行い、取組目標及び数値目標を定めて公
表した上で、取組を行い各目標を達成した事業主に段階的に助成金を支給する。
　【支給額】中小企業：取組目標達成時30万円、数値目標達成時３０万円
　　　　　　  大企業：数値目標達成時３０万円

平成29年度においては、企業等の管理職における女性の割合が依然として低い状況を
踏まえ、基準値以上の女性管理職比率の数値目標を設定して達成した中小企業事業主
に対する助成額を増額することにより、企業による女性の活躍推進の取組を加速化させ
ることとする。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

担当府省庁

２．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

女性活躍加速化助成金

　女性が職業生活において、その希望に応じて十分に能力を発揮し、活躍できる環境を
整備するため、女性の活躍推進策に取り組む企業に対し助成金を支給することで企業の
取組を後押しする。

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

通し番号  44 

厚生労働省

雇用均等・児童家庭局雇用均等政策課

その他（具体的に）

③　管理職候補者となる女性の育成に取り組む企業に対する支援を強化する。また、女
性活躍推進法に基づく行動計画の策定が努力義務である中小企業に対しては、管理職
に占める女性割合が低い業種等を中心に、企業訪問や電話相談等による行動計画策定
の支援の充実等を行い、各企業における取組の加速を図る。さらに、女性活躍推進法に
基づく一般事業主行動計画や女性の活躍状況に関する情報を掲載している「女性活躍推
進企業データベース」について、検索機能の改善等利便性の向上を図るとともに、より多
くの企業の情報掲載が進むよう働きかけを行う。

（５）将来指導的地位に就く女性の人材育成策の充実
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○
女

性
社

員
が

、
出

産
・
育

児
等

を
理

由
に
退

職
す
る
こ
と
な
く
、
能
力

を
高

め
つ
つ
働

き
続

け
ら
れ

る
職

場
環

境
と
し
て
い
く
た
め
に
、
自

社
に
お
け
る
女
性

の
活
躍

に
関

す
る
状

況
把

握
・
課

題
分

析
を
行
っ
た
上
で
、
課

題
解

決
に
相

応
し
い
数
値

目
標
及

び
取

組
目
標

を
盛

り
こ
ん
だ
計
画

を
策

定
・
公

表
し
て
取
組

を
行

っ
た
結

果
、

目
標

を
達

成
し
た
企

業
に
対

し
て
、
取

組
目
標

達
成
時

及
び
数

値
目
標

達
成
時

に
助

成
金
を
支

給
（
平
成

2
7
年
1
0
月

創
設

）
。

平
成

2
9
年
度
に
お
い
て
は
、
指
導
的
地

位
に
占
め
る
女
性
の
割
合
を
20
2
0
年
ま
で
に
30
%
と
す
る
政

府
目

標
に
も
関
わ

ら
ず
企

業
等
の

管
理
職

に
お
け
る
女
性

の

割
合
は
依

然
と
し
て
低
い
状
況
（
課
長
級
に
お
け
る
女
性
比
率
：
9
.8
%
（
平
成
2
7
年

）
）を

踏
ま
え
、
基

準
値

以
上
の

女
性
管

理
職
比

率
の
数

値
目
標

を
設

定
し
て
達
成

し
た
中
小

企
業
事
業
主
に
対
す
る
助
成
額

を
3
0
万
円
か
ら
増
額
（
生
産
性
要
件
を
満
た
す
場
合
は

6
0
万
円

、
満

た
さ
な
い
場

合
は

4
7
5
千
円

）
す
る
こ
と
に
よ
り
、
企

業

に
よ
る
女

性
の

活
躍

推
進

の
取

組
を
加

速
化

さ
せ
る
こ
と
と
す
る
。

(１
)⼥
性
の
活
躍
の
状
況
把
握

を
⾏
い
、
⾃
社
の
⼥
性
の
活
躍

に
向
け
た
課
題
を
分
析
。

(4
)
数
値
目
標
を
達
成

達
成
状
況
を
公
表

⇒
取
組
を
継
続
的
に
実
施
、
数

値
⽬
標
達
成
に
係
る
助
成
⾦

の
支
給
②

両
⽴
⽀
援
等
助
成
⾦
（
⼥
性
活
躍
加
速
化
コ
ー
ス
）
の
概
要

29
年

度
要

求
額

35
7,

46
6千

円
（
雇

用
勘

定
）

28
年

度
予

算
額

51
2,

10
0千

円
（
雇

用
勘

定
）

趣
旨
･背
景

(3
)
取
組
目
標
を
達
成

取
組
実
施
状
況
を
公
表

（
公
表
は
⼥
性
の
活
躍
推
進
企
業
デ
ー

タ
ベ
ー
ス
）

⇒
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
及
び
取
組
実
施
に

係
る
費
用
の
一
部
を
支
給
①

【
数

値
目

標
】
各

社
の

女
性
活

躍
に
向

け
た
課
題

解
決
に
相
応

し
い
目

標
・
自
社

の
状

況
把

握
・
課

題
分

析
に
基

づ
い
て
設
定
。

⇒
採

用
者

に
占

め
る
女

性
比

率
、
従

業
員
に
占
め
る
女
性
比
率
、
女
性
管

理
職
者

数
・
比
率
、
男
女
別

職
種
・
雇

用
形

態
転

換
制

度
の

利
用

実
績

数
等

【
取

組
目

標
】

各
社

の
課
題

解
決
に
必

要
な
取

組
・
設

定
し
た
数

値
目

標
に
応

じ
た
取
組

（職
域
拡
大
や
管
理
職
登
用
に
向
け
た
研
修
の

実
施
、
女
性
が

使
い
や

す
い
設

備
・
機

器
等

の
導

入
、
メ
ン
タ
ー
制

度
等

の
人

事
制

度
導
入
、
職

種
・
雇

用
形

態
転

換
制

度
の

導
入

等
）

【
助

成
額

】
①

取
組

目
標

の
達

成
⇒

中
小

企
業

：
３
０
万

円
（
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
及

び
取

組
に
係
る
費

用
、
１
事
業

主
１
回

限
り
）

②
数

値
目

標
を
達

成
⇒

大
企

業
・
中

小
企

業
：
３
０
万

円
（
１
事

業
主

１
回

限
り
）

支
給
対
象
と
な
る
目
標
・
助
成
額

（
現
行
）

※
大

企
業

に
つ
い
て
は

、
数

値
目
標
の

達
成
の

ほ
か
、
①
ま
た
は
②
に
該
当
す
る
こ
と
が
必
要
。
【
平

成
2
8
年

度
改

正
事

項
】

①
支

給
申

請
日

に
お
い
て
女

性
活

躍
推

進
法

第
９
条

に
基

づ
く
厚

生
労

働
大

臣
の

認
定

を
取
得

し
て
い
る
こ
と

②
行

動
計

画
に
基
づ
く
取
組

の
結

果
、
女

性
管
理

職
比

率
が

上
昇

し
、
か

つ
支

給
申

請
日

時
点

に
お
け
る
業
界

平
均

値
以

上
と
な
っ
た
こ
と
。

(2
)自
社
の
課
題
解
決
に
相
応
し
い

数
値
目
標
と
そ
の
達
成
に
向
け
た

取
組
目
標
を
盛
り
込
ん
だ
⾏
動
計
画

の
策
定
･
公
表
･
届
出
と
自
社
の
⼥
性

活
躍
の
状
況
の
公
表
。
（
公
表
は
⼥
性

の
活
躍
推
進
企
業
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
）
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両
立

支
援

助
成

金
（
女

性
活

躍
加

速
化

コ
ー
ス
）
に
つ
い
て

平
成

27
年

度
（

20
15

年
度
）

平
成

28
年
度

（
20

16
年
度
）

平
成
2
9
年
度

（
2
0
1
7
年
度
）

平
成

30
年
度

（
20

18
年
度
）

平
成

31
年
度

（
20

19
年

度
）

平
成

32
年
度

（
20

20
年
度

）

○
課

題

・
指
導

的
地

位
に
占

め
る
女
性
の
割
合
を
２
０
２
０
年
ま
で
に
３
０
％
程
度
と
す
る
政
府
目
標
に
も
関
わ
ら
ず
、
企
業
等
の
管
理
職
に
お
け
る
女

性
の
割

合
は
依
然

と
し
て
低
い

⇒
平

成
2

7
年

課
長

級
に
お
け
る
女
性
比
率

9
.8
％

○
対

策
２
０
２
０
３
０
実

現
に
資
す
る
、
高

い
目
標
を
設
定
し
、
目
標
を
達
成
し
た
企
業
に
対
し
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
付
与
す
る
こ
と
で
、
企
業
取
組
を
加
速
化
す
る
。

⇒
助
成
金

の
支
給

要
件

と
し
て
、
達
成
す
べ

き
基
準
値
を
設
定

し
、
毎
年
度
段
階
的
に
引
き
上
げ
る
。

管
理

職
の

女
性

比
率

9
.
8
%

女
性

の
活

躍
推

進
「
２
０
２
０
３
０
」
の

実
現

に
向

け
た
工

程
表

目
標

達
成

3
0.
0%

(
※
)

・
大
企
業

に
対

す
る
行
動
計
画
策
定
等
の
指
導

・
中
小
企

業
に
対

す
る
行
動
計
画
策
定
支
援

【
都
道
府
県
労
働
局
】

・
企
業
（
業

界
ご
と
）
の
女
性
活
躍
の
実
態
が
可
視

化
・
企
業
間

比
較
が
容
易
に
な
り
、
企
業
の
自
主
的
な
取
組
を
促
進

【
⼥
性
の
活
躍
推
進
企
業
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
】

・
企

業
の
行

動
計
画

策
定

や
積
極
的
な
取
組
に
よ
る
目
標
達
成
に
対
す
る
金
銭
的

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ

・
「
女

性
の
活

躍
推
進

企
業

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
」
で
の
情
報
公
表
や
長
時
間
労
働
是
正
等
の

働
き
方
改
革
も
義
務
づ
け

【
⼥
性
活
躍
加
速
化
コ
ー
ス
】

⼥
性
の
活
躍
推
進

取
組
の

実
施

数
値

目
標

の
達

成

30
万

円
（
－

）
30

万
円

（
30

万
円
）

取
組

の
実

施
数
値
目
標
の

達
成

要
領

で
定

め
る
女

性
管

理
職
比
率
の
基
準
値
を
達
成

し
た
場

合

生
産
性
要
件
達
成

3
6
万
円
（
－
）

3
6
万
円
（
－
）

6
0
万

円
（
3
6
万

円
）

生
産
性
要
件
未
達
成

2
8
.5
万
円
（
－
）

2
8
.5
万
円
（
－
）

4
7
.5
万

円
（
2
8
.5
万

円
）

○
助
成
額
の
拡
充

【
基
準

値
（
例

）
】

中
小
企

業
：
１
５
％

大
企
業

：
【

H2
8業

界
平

均
値
×

1.
3】

・
・
・
α

【
基

準
値

（
例
）
】

中
小

企
業
：
２
０
％

大
企

業
：
【
α
×

1.
3】

・
・
・
β

【
基
準

値
（
例

）
】

中
小
企
業
：
２
５
％

大
企
業
：
【
β
×

1.
3】

・
・
・
γ

【
基
準

値
（
例

）
】

中
小

企
業
：
３
０
％

大
企

業
：
γ×

1.
3

助
成
金
の
要
件
と
し
て
、
業

界
平

均
値

以
上

の
よ
り
高

い
数

値
目

標
を
「
基

準
値

」
と
し
て
設

定

【
参

考
：
全

業
界

平
均

値
（
実

績
）
】

平
成

25
年

：
8.

5％
、

平
成

26
年

：
9.

2％

大
企

業
に
要

件
追

加
・
認

定
取

得
ま
た
は

・
女

性
管

理
職
比

率
を
業

界
平

均
値

以
上

に
上
昇

自
社

の
課
題

に
応
じ
た

数
値

目
標

の
設

定
、

取
組

の
実

施

○
基
準
値
の

考
え
方

【
平

成
２

８
年

度
】

【
平

成
２

９
年

度
】

0

※
括

弧
内

は
大

企
業

－162－



「女性活躍加速のための重点方針2016」該当箇所

大項目

中項目

小項目

細項目

該当施策名
（事業名）

当該施策の背景・
目的

○

28年度当初予算： 286,512 千円
28年度一次補正予算： - 千円
28年度二次補正予算： - 千円

29年度要求予算： 285,885 千円

該当施策概要
　常時雇用する労働者の数が300人以下の中小企業に対して、一般事業主行動計画策
定等に向けた、電話相談、説明会等の支援を実施する。

担当府省庁
厚生労働省

雇用均等・児童家庭局雇用均等政策課

通し番号  45 

　平成28年4月に全面施行された「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」
（平成27年法律第64号）により、従業員数301人以上の事業主について一般事業主行動
計画の策定が義務づけられ、計画に基づく取組を推進していくこととなっている。
　一方で、労働者の6割以上は、努力義務である300人以下の事業主に雇用されているの
が実情であり、中小企業においても女性の活躍推進の重要性を理解し取組を加速化させ
ていくことが我が国全体の女性活躍推進のためには重要である。そのため、中小企業の
ための女性活躍推進の事業として集中的に支援する取組を講じるもの。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

中小企業のための女性活躍推進事業

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

２．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

（５）将来指導的地位に就く女性の人材育成策の充実

③　管理職候補者となる女性の育成に取り組む企業に対する支援を強化する。また、女
性活躍推進法に基づく行動計画の策定が努力義務である中小企業に対しては、管理職
に占める女性割合が低い業種等を中心に、企業訪問や電話相談等による行動計画策定
の支援の充実等を行い、各企業における取組の加速を図る。さらに、女性活躍推進法に
基づく一般事業主行動計画や女性の活躍状況に関する情報を掲載している「女性活躍推
進企業データベース」について、検索機能の改善等利便性の向上を図るとともに、より多
くの企業の情報掲載が進むよう働きかけを行う。
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○
「
女
性
の
職
業
生
活
に
お
け
る
活
躍
の
推
進
に
関
す
る
法
律
」
が
施
行
さ
れ
、
女
性
の
活
躍
推
進
の
た
め
の
一
般
事
業
主
行
動
計
画
の
策
定
・
届
出
等

が
30

1人
以
上
の
企
業
で
義
務
づ
け
ら
れ
た
。
一
方
で
、
労
働
者
の

6割
以
上
は
、
努
力
義
務
で
あ
る

30
0人

以
下
の
事
業
主
に
雇
用
さ
れ
て
い
る
の
が

実
情
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
中
小
企
業
に
つ
い
て
取
組
の
加
速
化
を
図
る
。

○
委
託
先
で
あ
る
経
済
団
体
等
に
「
女
性
活
躍
推
進
セ
ン
タ
ー
」
を
設
置
し
、
傘
下
で
あ
る
中
小
企
業
に
対
し
説
明
会
開
催
や
個
別
訪
問
に
よ
る
支
援
、

電
話
相
談
を
実
施
。
中
小
企
業
に
対
す
る
人
事
労
務
管
理
の
ア
ド
バ
イ
ス
等
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
活
か
し
、
き
め
細
や
か
な
支
援
を
実
施
す
る
こ
と
で
、
中

小
企
業
の
女
性
活
躍
推
進
の
取
組
の
加
速
化
を
図
る
。

中
小
企
業
を
対
象
と
し
て
説
明
会
を
開
催
し
、

女
性
の
活
躍
推
進
の
た
め
の
行
動
計
画
策
定
等

に
つ
い
て
説
明
（
併
せ
て
企
業
同
士
の
交
流
会

を
開
催
）

・
全
国
で
実
施

５
0回

(4
４

×
１
回
＋
大
規
模
県
３
所

×
２
回
実
施

)

説
明
会
参
加
等
に
よ
り
、
女
性
の
活
躍
推
進
に
取
り
組
も
う
と

考
え
た
中
小
企
業
に
対
し
て
、
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
電
話
相
談

個
別
訪
問
等
で
課
題
分
析
、
行
動
計
画
策
定
、
認
定
取
得
等
に

つ
い
て
き
め
細
や
か
に
支
援

・
委
託
先
の
女
性
活
躍
推
進
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
個
別
企
業
訪
問
、

電
話
相
談
に
よ
り
対
応

(4
7人

×
月

16
日

×
12
月

)

29
年
度
要
求
額

28
5,

88
5千

円
（
雇
用
勘
定
）

28
年
度
予
算
額

28
6,

51
2千

円

全
国
の
中
小
企
業
に
お
け
る
好
事
例
集
作
成
、

周
知
等
に
よ
り
、
中
小
企
業
の
女
性
活
躍
推

進
の
取
組
促
進
を
支
援

・
学
識
経
験
者
等
に
よ
る
検
討
委
員
会
に
て
好
事
例

の
検
証
を
行
う
。

平
成

28
年
度

女
性
の
雇
用
者
数
割
合
が
高
く
、
速
や
か
な
女
性
の

活
躍
推
進
の
取
組
が
求
め
ら
れ
る
業
種
を
集
中
的
に

支
援

サ
ー
ビ
ス
業

卸
売
・
小
売
業

な
ど

平
成

29
年
度

女
性
の
雇
用
者
数
割
合
は
平
均
以
上
だ
が
、
女
性

の
職
域
が
限
定
さ
れ
て
い
る
、
管
理
職
割
合
が
低

い
等
の
業
種
に
つ
い
て
集
中
的
に
支
援

金
融
・
保
険
業

製
造
業

な
ど

説
明
会

趣
旨
・
目
的

中
小
企
業
の
た
め
の
女
性
活
躍
推
進
事
業

電
話
相
談
、
個
別
企
業
訪
問
支
援

広
報
、
周
知

平
成

30
年
度

女
性
の
雇
用
者
数
割
合
が
低
く
、
女
性
の
活
躍

推
進
の
取
組
が
進
ん
で
い
な
い
業
種
を
集
中
的

に
支
援

運
輸
業

建
設
業

な
ど

電
話
相
談

個
別
企
業
訪
問

⇐
策
定
等
に
つ
い
て
一
般
的
に
広
く
周
知
⇒

⇐
特
に
中
小
企
業
の
好
事
例
集
の
作
成
、
周
知
⇒

広
報
、
周
知

女
性
活
躍
推
進
セ
ン
タ
ー
（
経
済
団
体
等
）

説
明
会
の
実
施
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「女性活躍加速のための重点方針2016」該当箇所

大項目

中項目

小項目

細項目

該当施策名
（事業名）

当該施策の背景・
目的

○

28年度当初予算： 136,018 千円 の内数
28年度一次補正予算： - 千円
28年度二次補正予算： - 千円

29年度要求予算： 135,860 千円 の内数

該当施策概要

　「女性活躍推進企業データベース」について、企業情報一覧表示の際の絞り込み機能を
新たに追加し、利便性の強化を図った。
　引き続き、検索機能の改善等利便性の向上を図るとともに、より多くの企業の情報掲載
が進むよう働きかけを行う。

担当府省庁
厚生労働省

雇用均等・児童家庭局雇用均等政策課

通し番号  46 

　企業における女性の活躍推進の取組の加速化に向け、企業のインセンティブを強化す
るためには、女性の活躍推進に積極的な企業ほど労働市場で選ばれるという社会環境を
つくっていくことが効率的かつ効果的である。
　さらに平成２８年４月からは、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平
成27年法律第64号）が全面施行されていることも踏まえ、同法に基づく情報公表項目を中
心に、一層の情報集約を行うとともに、ユーザビリティを高める必要がある。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

女性の活躍推進及び両立支援に関する総合的情報提供事業

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

２．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

（５）将来指導的地位に就く女性の人材育成策の充実

③　管理職候補者となる女性の育成に取り組む企業に対する支援を強化する。また、女
性活躍推進法に基づく行動計画の策定が努力義務である中小企業に対しては、管理職
に占める女性割合が低い業種等を中心に、企業訪問や電話相談等による行動計画策定
の支援の充実等を行い、各企業における取組の加速を図る。さらに、女性活躍推進法に
基づく一般事業主行動計画や女性の活躍状況に関する情報を掲載している「女性活躍推
進企業データベース」について、検索機能の改善等利便性の向上を図るとともに、より多
くの企業の情報掲載が進むよう働きかけを行う。
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女
性
の
活
躍
推
進
及
び
両
立
支
援
に
関
す
る
総
合
的
情
報
提
供
事
業

(女
性
の
活
躍
推
進
総
合
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

)

女
性

の
活

躍
推

進
に
向

け
た
企

業
情

報
の
提
供

平
均
勤
続
年
数
の
男
女
差
な
ど
女
性
が
活
躍
で
き
る
企
業
か
ど
う
か
の
情
報
を
一
覧
化
し
、
女
性
の
活
躍
推
進
に

積
極
的
な
企
業
ほ
ど
労
働
市
場
で
選
ば
れ
る
と
い
う
社
会
環
境
を
つ
く
る
。

・
ユ
ー
ザ
ー

(就
職
活
動
中
の
学
生
、
投
資
家
、
消
費
者
等

)の
利
便
性
向
上
等
に
よ
り
、

女
性
の
活
躍
推
進
に
積
極
的
な
企
業
ほ
ど
選
ば
れ
る
よ
う
に
。

・
企
業
自
身
に
と
っ
て
も
、
他
社
と
の
比
較
に
よ
り
自
社
の
女
性
活
躍
の
状
況
が
「
可
視
化
」
さ
れ
、

取
組
を
促
進
。

⇒
企
業
に
お
け
る
女
性
の
活
躍
・
役
員
や
管
理
職
へ
の
女
性
登
用
を
強
く
促
進
。

女
性
の
活
躍
推
進
を
促
す
様
々
な
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
施
策
の
中
で
、
と
り
わ
け
費
用
対
効
果
の
高
い
手
法
。

29
年
度
要
求
額

13
5,

86
0千

円
28

年
度
予
算
額

13
6,

01
8千

円

今
後

の
取
組

・
企
業
情
報
を
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
対
応
と
し
、
よ
り
就
職
活
動
中
の
学
生
の
利
用
を
促
す

・
情
報
公
表
が
義
務
と
な
っ
て
い
る
企
業
だ
け
で
な
く
、
努
力
義
務
と
な
っ
て
い
る
企
業
に
対
す
る
登
録
の
働
き
か
け

・
検
索
機
能
や
表
示
方
法
な
ど
の
機
能
充
実

効
果

事
業

の
目
的

掲
載
項
目

①
採
用
し
た
労
働
者
に
占
め
る
女
性
労
働
者
の
割
合

②
採
用
に
お
け
る
男
女
別
の
競
争
倍
率
又
は
競
争
倍
率
の
男
女
比

③
労
働
者
に
占
め
る
女
性
労
働
者
の
割
合

④
男
女
の
平
均
継
続
勤
務
年
数
の
差
異
　
又
は

　
男
女
別
の
採
用
10
年
前
後
の
継
続
雇
用
割
合

⑤
男
女
別
の
育
児
休
業
取
得
率

⑥
一
月
当
た
り
の
労
働
者
の
平
均
残
業
時
間

⑦
年
次
有
給
休
暇
取
得
率

⑧
係
長
級
に
あ
る
者
に
占
め
る
女
性
労
働
者
の
割
合

⑨
管
理
職
に
占
め
る
女
性
労
働
者
の
割
合

⑩
役
員
に
占
め
る
女
性
の
割
合

⑪
男
女
別
の
職
種
又
は
雇
用
形
態
の
転
換
実
績

⑫
男
女
別
の
再
雇
用
又
は
中
途
採
用
の
実
績

⑬
企
業
認
定
の
有
無

現
在
の
登
録
企
業
数
：
約
5,
70
0社

約
15
,0
00
社
を
目
指
す
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